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Ⅰ　 は じ め に
　各種空間データを地図上で管理する地理情
報システム（Geographic Information System、
以下、GIS）は、従来、ワークステーション
クラスのコンピュータで動作することを前提
に開発され、その使用者も限定されていた。
ところが、近年、パーソナルコンピュータ上
で動作するGISの開発が盛んに行われるよう
になり、使い勝手や汎用性等に著しい進歩が
見られる。これは、パーソナルコンピュータ
の処理速度の向上はもちろんのこと、GISの
必要性が広く認められ、需要が増大してきた
ためであると考えられる。
　GISの一般ユーザーによる利活用について
は、GPS（Global Positioning System）を
搭載したナビゲーションシステムやそのデー
タ管理が代表的なものであるが、そのほかに
も、例えば国土交通省が提供するサイトに見
られるにように、携帯電話やデジタルカメラ・
ビデオによる画像データを地図上で管理した
り、身近なテーマによる「社会科」的な学習
など、個々のユーザーの目的に合わせたオリ
ジナルな地図の作成にGISを用いるケースが
多いようである（http://w3land.mlit.go.jp/nrpb-
gisbox）。また、行政サービスにおいては、拙
稿（山田、2003）でも指摘しているように、
危機管理体制の整備や空間データの共用を目
的とする統合型GISの導入が全国的施策とし
て提案されているほか、ホームページ等を利
用した電子自治体の実現に向けてデジタル
マッピングによる情報配信にGISが利用され
つつある。
　一方、研究者を対象とするGISの普及は、
主に専門技術者を養成する大学教育において
進められるべきものと考えるが（山田、2000）、
教育環境面での整備がネックとなり、大学に
おけるGIS教育が十分になされているとは言
えない状況にある。もちろん、空間データの
一元管理や現象の視覚的把握を可能するGIS
が分析ツールとして有効であることは、地理
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学会においても既に指摘されているところで
あり（日本地理学会春季大会GISシンポジウ
ム、2000）、GISを分析ツールの一つとして
使用する研究者は着実に増加している。ただ
し、そこでのGISは個別テーマによる独自の
理解や分析の中で使用されるものであり、
GISの普及を目的とするものではない。研究
者が分析ツールの一つとしてGISを使用する
場合、GISの効用や利活用法は既知のことと
して説明する必要がないからである。
　しかしながら、GISに精通する研究者の多
くは、今後、地域GISの整備やクリアリング
ハウスの構築に向けて主導的役割を担うこと
が期待されおり、既知のこととして説明する
必要がなかったGISの効用や利活用法を広く
一般に向けて説明する必要が生じてきている
と言える。
　そこで、本研究では、東京圏におけるバブ
ル崩壊後の地価変動現象を研究事例として、
GISの効用や利活用法を具体的に説明するこ
とを目的とする。なお、このテーマは上に示
した問題意識に対する試論として設定したも
のであるため、地理学専門の論文においては
既知のこととして省略してしまうような内容
も敢えて本文中に記載したことをここに付記
しておく。
　東京圏という広範な地域の地価変動メカニ
ズムを解明するためには、個々の土地に見ら
れる地価変動を個別に分析し、現象の空間的
特徴を行政域から離れて議論する必要がある。
しかし、個々の現象に関する詳細な分析には
膨大な労力を費やさなければならず、分析結
果をグラフや表のみで提示することにも限界
がある。このような問題に対し、地図上でデー
タを管理し、分析結果を視覚的に提示する
GISは最適な分析ツールであると考える。
Ⅱ　使用データと分析方法
　本研究で使用したGISソフトは米国ESRI
社のArc-View3.2であり、基図として使用し
たのは国土地理院発行の『数値地図2500（空
間データ基盤）』である。また、地価データと
しては国土交通省発行の『地価公示』を採用
し、特徴的な地価変動現象が観察された地区
の土地利用状況の把握には、国土地理院発行
の『細密数値情報（10ｍメッシュ土地利用）』
を使用した。
　『数値地図2500（空間データ基盤）』は、GIS
を使用する際に必要になる基図の提供を目的
に国土地理院が作成した電子地図の一つであ
り、同院のホームページから試験的に無料ダ
ウンロードできるが、残念なことに東京都に
ついてはダウンロードができない状況にある。
そのため、本研究ではCDで供給されている
『数値地図2500』を使用した。ただし、Arc-
View3.2ではこの地図を直接読み込むことが
できないため、Arc-View対応のファイル形
式にコンバートする必要がある。
　『地価公示』は、わが国では1960年代後半
から1970年代初頭にかけて発生した住宅用
地を中心とする地価急騰の経験から1969年
に施行された地価公示法に基づき、「一般の土
地の取引価格に対して指標を与え、及び公共
の利益となる事業の用に供する土地に対する
適正な補償金の算定等に資し、もって適正な
地価の形成に寄与すること」を目的として、
1970年から毎年公表されている地価データ
である（毎年１月１日時点での鑑定評価）。地
価公示の目的からも明らかなように、地価公
示で示される地価は、脇田（1976）が言うと
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ころの「作られた地価」（land value）であ
り、土地の実勢価格（land price）とは異な
る。しかしながら、『地価公示』には広範囲の
地価動向を長期間にわかって把握できるとい
う特徴があり、大都市圏レベルでの地価分析
には必要不可欠な地価データであるといえる。
なお、『地価公示』を GISに取り込む際に必
要になる鑑定地点（標準地）の座標点につい
ては、東急不動産発行の『地価DATA MAP 
2001 東京圏版』のデータを使用した。また、
『地価公示』において東京圏とは、首都圏整備
法によって定められた既成市街地及び近郊整
備地帯を指し、本研究においても同区域を東
京圏として採用した。
　『細密数値情報（10ｍメッシュ土地利用）』
は、1974年から５年ごとのデータが存在する
が、本稿執筆時における最新の細密数値情報
は1994年版であったため、同年以降の年次に
対する分析については、1994年からのタイ
ム・ラグを考慮する必要がある。また、細密
数値情報についても、『数値地図2500』同様、
Arc-Viewに直接読み込むことができないた
め、データをArc-View対応のファイル形式
にコンバートして使用した。
　分析は、まず、『地価公示』の1991年から
2003年までの統計的データから東京圏にお
ける全体的な地価動向を把握した。次に、GIS
に同期間の『地価公示』のデータを取り込み、
地価分布図と対前年の地価変動率を示す地図
を作成し、地価変動現象の空間的な特徴を明
らかにした。最後に、近年において特異な地
価変動を示した地区の土地利用状況を『細密
数値情報（10ｍメッシュ土地利用）』との重
ね合わせ（オーバーレイ）によって明らかに
した。
Ⅲ　平均値による全体的特徴の把握とそ
の限界
　まず、各標準地において鑑定された対前年
の地価変動率の平均値（以下、平均地価変動
率）によって用途や地域を代表させ、東京圏
における地価変動現象の全体的特徴を明らか
にしてみたい。ただし、標準地の新設や廃止
は頻繁に行われているため、前年次に地価が
鑑定されていない標準地も多く存在する。そ
のため、研究対象とした1991年から2003年
までの12年間に対する分析がすべて同一の
標準地において鑑定されたデータに基づくも
のではないことに注意しなければならない。
なお、対前年の地価変動率が算出可能な標準
地は、継続標準地と呼ばれている。
　東京圏における用途別の平均地価変動率の
推移を見ると、バブル崩壊による全国一斉の
地価下落は1992年に観察され、その後2003
年まで長期的な下落傾向が続くなか、とくに
商業地地価の下落に特徴的な動きを見出すこ
とができる（第１図）。商業地以外の用途につ
いては、1993年をピークに地価の下落は沈静
化に向かうが、商業地地価は1996年まで
15％以上の高い下落率で推移した。1998年
以降になると、用途間での差異はそれ以前の
時期に比べると小さくなるものの、沈静化に
向かっていた各用途の地価下落は1998年を
境に再び５～10％程度の下落率を維持しな
がら長期化する。ただし、商業地地価の下落
幅は2000年代にかけて少しずつ縮小し、
2003年においては住宅地地価の下落率とほ
ぼ同じになった。一方、工業地地価の下落は
2000年代に入っても収まらず、さらに長期化
する傾向を見せている。
　次に、東京圏を東京特別区と５つの都県に
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分けて、地域別の特徴を見ると、東京特別区
の住宅地地価は1990年代前半において大幅
に下落し、1990年代後半以降、10％未満の
下落率を維持して長期化する傾向にあったが、
2000年代に入ると着実に沈静化が進み、
2003年時点においては1.9％の下落率を示す
に至った（第２図）。一方、東京特別区を除く
東京都（以下、東京都）、神奈川県、埼玉県、
千葉県で発生した住宅地地価の下落は、東京
特別区に比べると相対的に小規模に進行し、
1998年には東京都で2.5％、神奈川県で1.7％
の下落率を示すほどにまで下落幅は縮小した。
しかしながら、2000年代に入ると、再び地価
の下落は進行し、５％から10％の下落率が継
続する状況になっている。
　商業地地価については、各地域とも住宅地
地価に比べて下落幅が大きく、1990年代前半
から長期化する様相を呈していたが、2000年
代に入ると徐々に下落幅が縮小する傾向にあ
る（第３図）。また、東京特別区と周辺地域と
の差異に着目すると、1990年代前半において
は東京圏の商業地地価の下落は東京特別区を
中心に進行していたと言える。しかし、1990
年代後半に入ると東京特別区の下落幅は急速
に縮小し、1998年以降は周辺地域における下
落率が東京特別区のそれを上回る状況が続い
ている。
　なお、茨城県は住宅地地価、商業地地価と
もに、他の地域とは異なる変動を示している。
他の地域同様、茨城県についても本研究では
東京圏として設定される圏域のうち茨城県に
属する地域を「茨城県」として扱っているが、
茨城県の地価変動は非大都市圏域で観察され
る地価変動と類似しており、非大都市圏域を
対象にした研究結果と併せて考察する必要が
あると考える。
　以上、東京圏における地価変動現象の全体
的特徴を平均地価変動率を用いて簡単に指摘
した。しかし、現象は地域ごとに均一に生じ
ているわけではない。例えば、東京特別区で
あれば東京特別区内で空間的な差異が必ず生
じているはずである。このような空間的差異
を重要視するのであれば、東京圏全体を対象
とする研究であっても、スケールを変えて同
じ現象を分析する必要がある。そのためには
東京特別区をさらに区分し、細分化された地
域に対する平均地価変動率を算出し、その値
をもって同地域の地価変動を代表させること
になる。
　しかし、地価は面的に連続した数値であり、
対象地域の細分化によって現象を細切れにし
て考察しても、波及や連動といった地価変動
現象の特徴を明らかにすることはできず、特
徴的事例に対する分析が全体的な動向の解明
に結びつかない場合がある。また、一つの標
準地における地価の変動が周囲の地価に与え
るきわめてミクロな影響が地域的な差異を生
み出すこともあり、平均値のような代表値に
よって分析前に個々のデータを統合すること
はできるだけ避けるべきである。そのため、
地価分析においては、表示する地図のスケー
ルに関係無く、個々の標準地データを分析に
いかすことが必要になってくる。
Ⅳ　補間による空間的特徴の抽出
１．点データから面データへの変換
　本研究で地価データとして採用した『地価
公示』は、設定された標準地に対する鑑定評
価であり、東京圏全域の地価が鑑定されてい
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るわけではない。そのため、『地価公示』のデー
タを単にGISに取り込むだけでは地図上に標
準地の分布が描かれるだけである。また、本
研究で使用した『地価公示』データのうち、
東京圏における2003年の標準地数は8,623ポ
イントに達するが、それらの多くは1991年か
ら2003年までの研究対象期間中に新設され
たものであり、1991年から継続して地価が鑑
定されている標準地は全体の半数未満である。
　面的な広がりを持つ地価分布図を作成し、
その年次間比較を行うためには、このような
特徴を有する標準地の点的なデータを面的な
データに変形する必要がある。そこで、本研
究では、ArcViewの追加モジュールである
SpatialAnalystを用い、「補間」によって空
間的にほぼランダムに分布し時系列的にも不
連続な標準地データをグリッドデータに変換
した。同モジュールでは「Inverse Distance 
Weighted」、「Spline」、「Kriging」、「Trend」
の４つの補間方法を選択できるが、ここでは、
各データポイントが局地的な影響を持ち、そ
の影響は距離逓減的な特性を有すると仮定す
るInverse Distance Weighted型の補間（以
下、IDW補間）を適用した。具体的には、東
京圏全域に１辺が250ｍのグリッドを作成し、
グリッド内の標準地データとグリッドの中心
から半径1,000ｍ以内にある他の標準地デー
タに距離低減的なウェイトをかけた値から各
グリッドの地価を推定した。
　地図には点、線、面のデータが表記される
が、GISを用いることによって、取り込んだ
データを他の次元やスケールに変換すること
が可能になる。これはGIS分析の有する最も
重要な特徴であり、加工されたデータによる
地図化はもとより、次元やスケールを統一す
ることで異なるデータ間での分析作業が可能
になる。
２．地価分布形状の空間的特徴
　上述したIDW補間によって、標準地のデー
タを補間し、東京圏の地価分布図を描いてみ
ると、その形状は都心部を中心とする単極構
造であり、放射状に延びる鉄道路線に沿って
低減することがよく分かる（第４図）。また、
紙面の都合上、第４図には1991年、1995年、
2003年の地価分布図しか示すことができな
かったが、３年次の比較からだけでもバブル
崩壊後の地価の下落がいかに大規模に進行し
たかということを視覚的に捉えることが可能
である。
　東京圏における地価分布の形状や地価下落
の程度は既に指摘されているところであり、
GISによる地価分布図の作成が地価変動現象
に対する新たな知見をもらたす直接的な分析
となるわけではない。ただし、地図による表
記は、地価を専門としない研究者や一般の大
都市圏居住者に現象を「分かりやすく」伝え
るという視覚効果を有しており、地価変動現
象に対する他分野からのアプローチや日常生
活レベルでの指摘を受け入れることにつなが
るであろう。統計数値でしか示されなかった
現象を地図化できるという点はGISの持つ大
きな有用性と言える。
　さらに、各年次の地価分布図から平米単価
が100万円以上を示すグリッドだけを抜き出
すと、地価下落の年次変化を数的に把握する
ことも可能である。例えば、東京圏の地価が
最も高くなった1991年には東京圏における
100万円/㎡以上圏は536.8km2に達したが、
2003年におけるそれは61.3km2となり、およ
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そ９分の１程度にまで縮小した（第５図）。こ
のように、地図上でデータを検索し、必要な
データだけを分析に使用することができるの
もGISの特性の一つである。つまり、第４図
に提示した地価分布図は、地図の視覚効果に
よる現象の再現と地図上で管理されたデータ
ベースという性格を併せ持つ。
３．地価変動率の変化
　地価分布図の作成は、『地価公示』をそのま
ま用いた言わば１次データの地図化であった
が、次に、継続標準地において対前年地価変
動率を算出し、その値にIDW補完を適用する
ことによって、東京圏全域の対前年地価変動
率を示す地図を作成した（第６図）。なお、グ
リッドの大きさやグリッド値を算出するため
の近隣標準地までの距離は地価分布図の作成
と同じ値を採用した。
　『地価公示』によれば、全国一斉に生じた地
価の下落は1992年の地価変動率（1991－
92）に現れた。地価の下落は、当初、東京圏
においても全域に対してほぼ均一的に生じた
が、1994年頃から東京特別区を中心にした下
落に変移していく（第６図（a））。1990年代半
ばにおける東京圏の地価下落は、このような
東京特別区を中心とする空間的特徴が維持さ
れたまま、徐々に沈静化の方向へ進むのが特
徴である。そして、1998年には、東京都心部
の一部の高度商業地で７年振りに地価が上昇
に転じる地点が現れるまでに収束した（第６
図（b））。
　ところが、その後、東京圏の地価は再び全
域的な下落を示すようになり（第６図（c））、
2000年代に入ると、東京特別区よりも周辺地
域における下落が顕著に観察されるように
なった（第６図（d））。この時期の地価下落は
西低東高の空間的特徴を有し、東京都心部に
おいては再び局地的な地価上昇が発生した。
この傾向は2003年においても継続して観察
されており、東京特別区の都心部および西部
では、地価の変動はほぼ横ばいの状況に至っ
た（第６図（e））。また、地価の上昇はより顕
在化し、地図上にも明確に表示されている。
　地図上に示された地価下落の空間的特徴を
以上のように整理してみると、1992年から
1998年までの期間は東京特別区を中心とす
る地価の下落とその収束期と位置づけられ、
1999年、2000年の全域的な再下落期を挟ん
で、2001年から2003年までの期間は東京特
別区における連続的地価上昇の発生期と位置
づけられる。それぞれの時期は、1998年およ
び2001年をターニングポイントとしている
ことから、次章では、対象地域を東京特別区
に絞り、両年次に東京観察された地価変動の
特徴をより詳細に分析する。
Ⅴ　土地利用データとの比較
　1998年と2001年において、特徴的な地価
変動が観察された地域を特定するために、第
６図の（b）と（d）を拡大し、両年次における対
前年地価変動率から、０％を超える地価上昇
があった地域と10％以上の下落率を示した
地域を抜き出した（第７図）。
　第７図（a）から、1998年に０％を超える地
価上昇があった地域は4.6km2、10％以上の下
落率を示した地域は17.8km2と計測された。
また、地価の上昇地域は主にJR東京駅の西側
に現れ、地価の下落地域はJR上野駅、JR池袋
駅周辺のほか、品川区、大田区、江戸川区の
一部に現れたことが分かる（第７図（a））。一
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方、2001年においては、０％を超える地価上
昇があった地域は5.9km2、10％以上の下落率
を示した地域は18.7km2であり、面積的には
ほぼ同程度の地価変動が発生したといえるが、
地価の上昇地域は主に港区の丘陵部および
JR渋谷駅周辺に、地価の下落地域は荒川河口
部の右岸および足立区西部にそれぞれ現れ、
地価の上昇は南西方向、下落は北東方向に移
動して発生したことが分かる（第７図（b））。
　これらの地域の選定は、「変動率≦-10.0％
（または＞0.0％）」and「行政範囲＝東京特別
区」という条件検索によるものであり、手法
的には東京圏全域の地価に対して「地価≧
100万円」という条件検索を行った第５図と
同じである。ただし、ここでは、選定した地
域の土地利用状況を、『細密数値情報（10ｍ
メッシュ土地利用）』との重ね合わせ（オー
バーレイ）によって明らかにした（第８図）。
　選定された地域は、１辺が250ｍのグリッ
ドの集合体であり、細密数値情報のデータは
１辺が10ｍのグリッドの集合体である。両
データの重ね合わせは、選定された地域に土
地利用の状況を示すグリッドがそれぞれいく
つ含まれるかという地図上でのクロス演算に
よってまとめられた。本研究では、このよう
なクロス演算の結果から、「道路用地」、「公園・
緑地等」、「河川・湖沼等」、「防衛・軍施設、
皇室関連用地」、「海面」を示すグリッドを除
いて、都市計画法上の宅地として利用される
土地利用の構成比を各年次の選定地域ごとに
示した（第９図）
　その結果、1998年（1997－98年）におけ
る特徴的な地価変動は、商業用地に対して生
じていたことが分かる。そして、この傾向は
地価の上昇地域に対して顕著に現れている。
1980年代後半に始まる地価の急騰やその後
の下落は商業地地価を主体に発生したことは
既に明らかにされている。しかし、1998年に
おいては、他の商業用地ではさらなる下落が
進行している中で、都心部の商業用地で局地
的な地価上昇が発生した。このことは、商業
用地に対する個別評価の浸透を物語っている。
1998年は商業用地に対する面的な土地評価
から点的な土地評価へのターニングポイント
と位置づけられる。
　一方、2001年（2000－01年）における特
徴的な地価変動は、商業用地以外の土地にお
いて多く発生し、とくに地価の上昇地域に住
宅用地が多く含まれていることに特徴を見出
すことができる。2000年代の局地的地価上昇
が住宅用地に発生したことは、住宅地地価を
主体する新たな地価変動現象の予兆と解釈す
ることもできるが、東京特別区全体の構成比
とも類似しているため、この点については今
後の分析によって明らかにしていきたい。い
ずれにしても、2000年代においては1990年
代とは異なる地価変動現象が観察されている
ことは事実であり、2001年は東京圏における
地価変動そのもののターニングポイントと位
置づけることができよう。
　また、地価の下落地域については、工業用
地が12.2％含まれている点に着目したい。東
京特別区全体に占める工業用地の割合が
6.3％であること考えると、12.2％という値は
長期的不況による生産機能の落ち込みが、土
地生産性の低下として土地評価に反映された
結果と考えられ、工業用地の更なる下落を予
測させる。
　以上の分析は対象地域を東京特別区に絞っ
て行ったが、スケールの変更に伴うデータの
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加工は行っておらず、使用したデータは東京
圏全域を示すデータと同じである。そのため、
今後、現象が東京特別区の範囲を越えて発生
したとしても、新たな現象を示す地図のス
ケールに会わせて今回の分析結果をそのまま
使用することができる。分析のスケールに
データが左右されない、あるいは、同一デー
タから様々なスケールの分析が可能になるこ
ともまたGISの特徴である。
Ⅵ　 お わ り に
　本研究では、①作成された地図の視覚効果
の高さ、②他次元間のデータ比較とその表記、
③位置情報に基づくデータ抽出、というGIS
分析の有用性を、それぞれ、①カラー図版、
②ポイントデータの補間、③地図上での検索
及びクロス演算といった形で実践し、東京圏
におけるバブル崩壊後の地価変動現象を対象
にしたGIS分析から、同現象に観察される空
間的特長を指摘して、GISの効用や利活用法
を具体的に説明した。分析結果は以下のよう
に要約される。
　1992年から2003年までの地価下落の空
間的特徴を整理してみると、1992年から
1998年までの期間は東京特別区を中心と
する地価の下落とその収束期と位置づけら
れ、1999年、2000年の全域的な再下落期
を挟んで、2001年から2003年までの期間
は東京特別区における連続的地価上昇の発
生期と位置づけられる。
　ターニングポイントとなった1998年お
よび2001年は、いずれも東京都心部におい
て局地的な地価上昇が観察されたが、1998
年に観察された地価上昇は主に商業用地に
対して生じていた。1980年代後半に始まる
地価の急騰やその後の下落は商業地地価を
主体に発生したことは既に明らかにされて
いるところであるが、1998年の東京都心部
では同一用途の土地に対して地価の上昇と
下落が観察された。これは商業用地に対す
る個別評価の浸透を物語るものであり、
1998年は商業用地に対する面的な土地評
価から点的な土地評価へのターニングポイ
ントになったと言える。
　一方、2001年に観察された地価の上昇地
域には住宅用地が多く含まれていることに
特徴がある。局地的地価上昇が住宅用地に
発生したことは、住宅地地価を主体する新
たな地価変動現象の予兆と解釈することも
でき、2001年は東京圏における地価変動そ
のもののターニングポイントになったと言
える。
　GISという言葉は徐々に一般化しつつある
が、GISの持つデジタルマッピングの操作が
GIS分析のすべてであるかのような誤解を招
いている場合も少なくない。もちろん、本研
究においても、上記①で示したように「作成
された地図の視覚効果の高さ」はGISの大き
な特徴の一つとして指摘した。ただし、作図
はあくまでもGISの出力形式のうちの一つで
あり、GISの有用性はあくまでも地図上での
（位置情報付きの）データ加工にある。この点
に常に注意しておくことが、GISに対する正
しい認識につながるものと確信する。
付　　記
　　本研究は、平成14・15年度文部科学省科学
研究費補助金　基盤研究（B）（1）「21世紀の社
会経済情勢下における我が国大都市圏の空間
構造」（研究代表者：富田和暁、課題番号
14380027）による研究成果の一部である。
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